
2002 年１～３月期ＧＤＰ統計予測

２００２年５月 23 日

株式会社 日本総合研究所

調査部　　経済研究センター

http://www.jri.co.jp/research/

JRI news release



本レポートに関する照会は、国内経済クラスター・枩村までお願い致します。
TEL: 03-3288-4524
Mail: matsumura.hideki@jri.co.jp



１．１～３月期は４四半期ぶりのプラス成長１．１～３月期は４四半期ぶりのプラス成長１．１～３月期は４四半期ぶりのプラス成長１．１～３月期は４四半期ぶりのプラス成長

　2002年１～３月期の実質成長率は前期比＋1.5％（年率＋6.2％）と、４四半期ぶりのプラス
成長となった見込み。設備投資が減少したものの、輸出が大幅なプラスに転じたことに加え、
個人消費が２四半期連続の増加となったことが背景。

【主要需要項目の動き】【主要需要項目の動き】【主要需要項目の動き】【主要需要項目の動き】

イ）個人消費

前期比＋1.9％（年率＋7.6％）と、2001年 10～12月期に続いて高い伸び率を達成。雇
用・所得環境の悪化は続いたものの、①消費マインドの改善、②春物・夏物衣料の好
調、③国内旅行の持ち直しといった要因のほか、家計調査のサンプルによる振れも影
響した可能性。また、単身世帯の消費支出も、被服・履物や身の回り品などが好調だ
ったことから、前年同期比プラスに転じた。

ロ）住宅投資

２四半期連続の減少。着工戸数は年率 120 万戸前後で堅調を維持しているものの、公
庫利用の持ち家着工が減少する一方、貸家のシェアが高まっていることから、１戸当
たり床面積・工事額が減少したことが主因。

ハ）設備投資

２四半期連続の減少。企業収益の大幅減少を受けて、固定資本投資の減少が製造業か
ら非製造業（とりわけ金融・通信）にも広がっているほか、堅調を維持してきたソフ
トウエア投資も減速気味。ただし、減少幅は 10～12月期に比べ大幅に縮小。

ニ）公共投資

２四半期ぶりの増加。国・地方自治体による公共事業は中期的な減少トレンドが続い
ているものの、中部・関西国際空港関連の大型建設投資が集中して全体を押し上げた
模様。

ホ）輸出

６四半期ぶりの増加で、増加幅も 2000年１～３月期（前期比年率＋26.6％）以来の高
水準。電子デバイスは減少を続けたものの、米国向け自動車輸出が堅調を維持したほ
か、アジア向けの素材製品輸出も急増。

ヘ）輸入

５四半期ぶりの小幅増加。①国内生産の底打ちに伴う生産財輸入の持ち直し、②海外
旅行持ち直しによる旅行支払いの増加、などが背景。

２．２．２．２．2001200120012001 年度の成長率年度の成長率年度の成長率年度の成長率

　以上の結果、2001年度の成長率は▲1.2％と、98年度以来のマイナス成長になった見込み。
内訳をみると、輸出と国内投資（住宅・民間設備・公共事業）が大幅に落ち込むなかで、個
人消費が前年度比＋0.4％と下支えしたことが特徴。なお、2001 年度から 2002 年度への成長
率のゲタは、年度末にＧＤＰが大幅に持ち直したことから＋0.4％の見込み。

３．年後半の回復力は緩やか３．年後半の回復力は緩やか３．年後半の回復力は緩やか３．年後半の回復力は緩やか

　今後を展望すると、以下の３点を背景に、わが国経済の回復力は緩やかにとどまる可能性
大。
① 企業の人件費削減スタンスが根強く残っているため、当面、雇用・所得環境の改善は見込



み薄で、これまでの個人消費の増加ペースは持続困難なこと
② 企業収益・設備稼働率の改善が見込まれるものの、海外生産シフトが進展するもとで、企
業の設備投資意欲は盛り上がりにくいこと

③ 世界的にＩＴ需要の盛り上がりが欠けるなか、前回の回復局面におけるＩＴデバイス輸出
のような力強い景気牽引役が不在

　もっとも、少なくとも、わが国経済が深刻な景気後退局面から脱したことは事実であり、
公共事業・減税など短期的な景気刺激策が必要な状況ではなくなった。むしろ、構造改革を
進めるうえでの逆風が凪いだ状態となったいまこそ、中長期的視点に立った税制・社会保障
制度等の改革や産業再生に本腰で取り組むことができる最後のチャンスと捉えるべき。
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ＧＤＰ水準と実質成長率の部門別寄与度
（前期比年率）
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（注）家計部門＝個人消費＋住宅投資

　　　企業部門＝設備投資＋民間在庫投資

　　　公的部門＝政府消費＋公共投資＋公的在庫投資

　　　外需＝輸出－輸入

名目ＧＤＰ（右目盛）

実質ＧＤＰ（右目盛）

(年/期)

予測

以　　上



（株）日本総合研究所 調査部

ＧＤＰ統計予測表＜2002年５月20日時点の公表系列をもとに作成＞ＧＤＰ統計予測表＜2002年５月20日時点の公表系列をもとに作成＞ＧＤＰ統計予測表＜2002年５月20日時点の公表系列をもとに作成＞ＧＤＰ統計予測表＜2002年５月20日時点の公表系列をもとに作成＞

■ 前期比 （％、十億円）
実質ＧＤＰ 名目ＧＤＰ ﾃﾞﾌﾚｰﾀｰ

内需 外需
民需 官公需

個人消費 住宅投資 設備投資 民間在庫 政府消費 公共投資 公的在庫 輸出 輸入
2001/ 1 ～ 3 1.0 1.2 0.5 1.9 ▲ 4.1 ▲ 2.7 78.7 3.4 1.1 8.9 5.0 ▲ 847.9 ▲ 1.8 ▲ 0.4 0.5 －

4 ～ 6 ▲ 1.2 ▲ 0.9 ▲ 0.5 ▲ 1.1 ▲ 6.4 2.6 111.0 ▲ 2.2 1.6 ▲ 10.3 ▲ 166.9 ▲ 1671.6 ▲ 4.9 ▲ 2.6 ▲ 1.5 －
7 ～ 9 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 1.0 ▲ 1.7 1.0 1.6 ▲ 660.7 0.7 ▲ 0.3 3.2 ▲ 36.0 318.7 ▲ 3.0 ▲ 4.2 ▲ 0.8 －

10 ～12 ▲ 1.2 ▲ 1.1 ▲ 1.4 1.9 ▲ 0.2 ▲ 12.0 17.9 ▲ 0.2 0.4 ▲ 2.0 164.2 ▲ 480.2 ▲ 2.6 ▲ 2.0 ▲ 1.3 －
2002/ 1 ～ 3 1.5 0.9 0.7 1.9 ▲ 2.4 ▲ 2.3 ▲ 226.5 1.5 1.1 2.7 ▲ 14.5 3138.6 6.4 0.6 1.3 －

■ 前期比年率 （％、十億円）
2001/ 1 ～ 3 4.1 4.9 2.2 7.7 ▲ 15.3 ▲ 10.4 － 14.1 4.5 40.5 － － ▲ 6.9 ▲ 1.7 2.1 －

4 ～ 6 ▲ 4.8 ▲ 3.6 ▲ 2.1 ▲ 4.3 ▲ 23.2 10.7 － ▲ 8.5 6.4 ▲ 35.4 － － ▲ 18.4 ▲ 10.0 ▲ 5.9 －
7 ～ 9 ▲ 2.1 ▲ 2.4 ▲ 4.0 ▲ 6.7 4.0 6.7 － 2.7 ▲ 1.1 13.5 － － ▲ 11.3 ▲ 15.9 ▲ 3.2 －

10 ～12 ▲ 4.8 ▲ 4.5 ▲ 5.7 7.9 ▲ 0.7 ▲ 40.1 － ▲ 0.7 1.5 ▲ 7.8 － － ▲ 9.8 ▲ 7.9 ▲ 5.1 －
2002/ 1 ～ 3 6.2 3.7 3.0 7.6 ▲ 9.2 ▲ 8.8 － 6.1 4.3 11.1 － － 28.2 2.5 5.2 －

■ 前年同期比 （％、十億円）
2001/ 1 ～ 3 1.2 1.7 1.5 1.0 ▲ 5.1 3.7 105.0 2.6 3.9 0.0 ▲ 6.3 ▲ 725.0 1.4 8.4 ▲ 0.4 ▲ 1.6

4 ～ 6 ▲ 0.4 0.5 0.7 0.2 ▲ 9.4 5.1 41.3 ▲ 0.3 3.1 ▲ 9.2 ▲ 48.8 ▲ 1099.7 ▲ 5.6 2.4 ▲ 1.8 ▲ 1.4
7 ～ 9 ▲ 0.5 0.4 0.3 ▲ 0.3 ▲ 7.7 4.4 ▲ 85.0 0.6 2.5 ▲ 3.7 ▲ 44.4 ▲ 1148.7 ▲ 9.9 ▲ 3.1 ▲ 2.0 ▲ 1.5

10 ～12 ▲ 2.3 ▲ 1.8 ▲ 2.7 0.2 ▲ 9.3 ▲ 10.3 ▲ 121.6 1.0 2.7 ▲ 2.4 ▲ 13.1 ▲ 689.9 ▲ 11.5 ▲ 8.9 ▲ 3.5 ▲ 1.2
2002/ 1 ～ 3 ▲ 1.3 ▲ 1.6 ▲ 2.1 1.5 ▲ 7.7 ▲ 10.6 ▲ 161.8 ▲ 0.2 2.7 ▲ 6.5 ▲ 11.8 324.0 ▲ 4.5 ▲ 8.2 ▲ 2.1 ▲ 0.8

■ 前期比・寄与度 （％）
2001/ 1 ～ 3 1.0 1.2 0.4 1.0 ▲ 0.2 ▲ 0.5 0.0 0.8 0.2 0.6 0.0 ▲ 0.2 ▲ 0.2 0.0 － －

4 ～ 6 ▲ 1.2 ▲ 0.9 ▲ 0.4 ▲ 0.6 ▲ 0.2 0.4 0.0 ▲ 0.5 0.3 ▲ 0.7 ▲ 0.0 ▲ 0.3 ▲ 0.5 0.2 － －
7 ～ 9 ▲ 0.5 ▲ 0.6 ▲ 0.8 ▲ 0.9 0.0 0.3 ▲ 0.1 0.2 ▲ 0.0 0.2 ▲ 0.0 0.1 ▲ 0.3 0.4 － －

10 ～12 ▲ 1.2 ▲ 1.1 ▲ 1.1 1.0 ▲ 0.0 ▲ 2.1 0.0 ▲ 0.0 0.1 ▲ 0.1 0.0 ▲ 0.1 ▲ 0.3 0.2 － －
2002/ 1 ～ 3 1.5 0.9 0.5 1.0 ▲ 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.0 0.4 0.2 0.2 ▲ 0.0 0.6 0.7 ▲ 0.1 － －

■ 前期比年率・寄与度 （％）
2001/ 1 ～ 3 4.1 4.8 1.6 4.1 ▲ 0.6 ▲ 1.8 0.1 3.1 0.7 2.4 0.0 ▲ 0.6 ▲ 0.8 0.2 － －

4 ～ 6 ▲ 4.8 ▲ 3.6 ▲ 1.5 ▲ 2.4 ▲ 0.9 1.7 0.1 ▲ 2.0 1.0 ▲ 2.9 ▲ 0.1 ▲ 1.2 ▲ 2.1 0.9 － －
7 ～ 9 ▲ 2.1 ▲ 2.4 ▲ 3.0 ▲ 3.7 0.1 1.1 ▲ 0.5 0.6 ▲ 0.2 0.8 ▲ 0.0 0.2 ▲ 1.2 1.5 － －

10 ～12 ▲ 4.8 ▲ 4.4 ▲ 4.2 4.2 ▲ 0.0 ▲ 8.2 0.0 ▲ 0.2 0.3 ▲ 0.5 0.1 ▲ 0.4 ▲ 1.0 0.7 － －
2002/ 1 ～ 3 6.2 3.7 2.2 4.2 ▲ 0.3 ▲ 1.4 ▲ 0.2 1.4 0.7 0.7 ▲ 0.0 2.4 2.6 ▲ 0.2 － －

■ 前年同期比・寄与度 （％）
2001/ 1 ～ 3 1.2 1.7 1.1 0.5 ▲ 0.2 0.7 0.1 0.6 0.6 0.0 ▲ 0.0 ▲ 0.5 0.1 ▲ 0.7 － －

4 ～ 6 ▲ 0.4 0.5 0.5 0.1 ▲ 0.4 0.8 0.0 ▲ 0.1 0.5 ▲ 0.6 ▲ 0.0 ▲ 0.9 ▲ 0.6 ▲ 0.2 － －
7 ～ 9 ▲ 0.5 0.3 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.3 0.7 ▲ 0.1 0.1 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.0 ▲ 0.9 ▲ 1.1 0.3 － －

10 ～12 ▲ 2.3 ▲ 1.8 ▲ 2.0 0.1 ▲ 0.3 ▲ 1.7 ▲ 0.1 0.2 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.0 ▲ 0.5 ▲ 1.3 0.8 － －
2002/ 1 ～ 3 ▲ 1.3 ▲ 1.6 ▲ 1.5 0.8 ▲ 0.3 ▲ 1.9 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.0 0.2 ▲ 0.5 0.7 － －

（注）民間在庫、公的在庫、外需の前期比、前年同期比はそれぞれ前期差、前年同期差。


